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図2：持続可能性がレジリエンスのコンポーネントである場合
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ウィニバルドス　ステファヌス　メレ　補完性とレジリエンス及び持続可能性の関係56
 結論 
 　補完性の原理に基づく考え方とシステムは、人間の個人的・社会的問題を解決し、持続可能
な生活を築くために最も重要なものである。これは、社会の主体としてそれなりの能力と使命
（責任）を持ったあらゆる個人や組織が、幸福をもたらす生活水準を築くために、抱えている
身近な問題を出来る限り自ら解決する、という考え方から生み出された。そして、そうした考
え方やシステムは、生活の問題から生じる異常な状況を乗り越えるためのレジリエンスを構築
すべく、自立性、積極性のある参加、イニシアチブなどといった基礎と環境を作る。そのレジ
リエンスの状態を継続的に持つと、生活の持続可能性に繋がるウェルビーイングを充実するこ
とが出来るであろう。 
 　本稿では、インドネシアの村落基金政策を用いながら、持続可能性をシステムの最終的目標
とし、レジリエンスを持続可能性のコンポーネントと定めて、その関係を明確にした。まず、
ジョコウィ政権による村落基金政策は、理論的・実践的に補完性の原理の適用の適切な事例だ
と言える。経済的な側面に焦点を当てると、補完性の原理に基づく村落基金のシステムは、村
落コミュニティにとって、貧困状況から生じたあらゆる異常状態を乗り越えるためのレジリエ
ンスを築かせる大切な条件と環境になった。結果として、貧困率が下がり、多くの未開発の村
落が自立した村落になり、継続的にその状況を保つことによって、経済的な持続可能性を生み
出す経済的ウェルビーイングを作り上げることが出来ると見込まれる。 
 　但し、村落基金政策における補完性とレジリエンス及び持続可能性の関係をより適切に詳し
く分析するためには、直近数年間及び長期間の各種データを集め、経済以外の側面にも着目す
る必要があると思われる。 
　本研究は JSPS科研費19H01189の助成を受けたものである。
